
@

１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

R7年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

6.0

R6年度 0 1,838 0 1,838 1,838 1,278 6.0

R5年度 0 1,822 0 1,822 1,822 1,454

0 1,643 0 1,643 1,643 1,191 5.5

事業番号 12 02 01 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

　「長野県の契約に関する条例」は、契約制度の公正かつ適切な運用を図りつつ、その制度の活用により県の一定の行政目的を実

現することを目的として制定され、この条例により県が取り組むべき方針（取組方針）を策定している。

　この取組方針の変更及び取組方針に基づく施策や具体的な取組については、あらかじめ長野県契約審議会の意見を聴き、それを

踏まえて検討を重ね、実施している。

　多様化する社会的要請に応える県の施策の実現に資するため、入札・契約状況等を把握し、契約制度の企画・調整や取組の見

直しを進める必要がある。

　長野県の契約に関する条例及び取組方針に基づく契約制度の公正かつ適切な運用を図るとともに、契約制度の企画・調整や取

組の見直しを行うことで、県の行政目的の実現を促進する。

①　契約制度の企画・調整を行うため、長野県契約審議会を開催

　しあわせ信州創造プラン3.0に掲げる施策や県の行政目的の実現を促進するため、長野県の契約に関する条例に基づく取組方針

の見直しや方針に沿った具体的な取組の検討について意見を聴く、長野県契約審議会

を開催。

②　入札・契約制度を研究するための研修の受講

　職員の入札・契約制度の知識を深めるため、民間団体が実施する専門研修を受講。

E-mail keiyaku-kensa pref.nagano.lg.jp
事　業　名 契約企画調整事業費

部局 会計局 課・室 契約・検査課

実施期間 H26 ～

R7年度

実績 推移
単位

R5年度 R6年度
No. 指標名

R7年度

目標値

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
目標

年／

年度
数値

年／

年度
数値

達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）

実績 実績 推移

直近３か年の状況
年／

年度
数値

達成

状況
目標値設定理由

単位 年／

年度
数値

指標なし

契約審議会の様子



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

指標

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

・長野県の契約に関する条例の策定から10年余が経過し、この条例に基づき長野県契約審議会の審議を経て策定した「取組方

針」に沿った施策や具体的な取組による成果の評価に基づきブラッシュアップを行うとともに、大きく変化し続ける社会情勢を踏まえて、

情勢にマッチするよう「取組方針」の見直し、追加を、長野県契約審議会の意見を聴きながら行っていく必要がある。

・入札・契約事務を担当する職員、入札契約の相手方となる事業者等からの問合せへの対応や入札・契約に係る制度、施策の策

定に必要な知識の向上に資するため、職員は専門的な研修を受講する必要がある。

(2) 事業改善の方策

・「取組方針」に沿って実施した施策の評価に基づくブラッシュアップや「変化する社会情勢」に応じた「取組方針」の見直し、それに対応

する施策の策定について、長野県契約審議会の意見を踏まえて取り組む。

（長野県契約審議会：令和８年度開催予定　４回）

・職員の入札・契約制度の知識を深めるため、引き続き専門研修を受講する。

①　契約制度の企画・調整を行うため、長野県契約審議会を開催

　長野県契約審議会の開催（４回開催）

　[主な審議事項]

　　・条例の基本理念の実現に向けた取組方針に係る実施状況のとりまとめ方針について

　　・最低制限価格等の採用及び積算基準による予定価格算定を行う業務の拡大につ

　　　いて（建築保全業務）

　　・建設工事における低入札価格調査制度及び総合評価落札方式の評価項目の見

　　　直しについて

　　・建設コンサルタント業務に係る総合評価落札方式（技術提案簡易型）の試行に

　　　ついて

　　・取組方針の変更について（取組項目（価格転嫁の促進）の追加）

　[審議会の審議を踏まえ実施した施策]

　　・建築保全業務への積算基準による予定価格の算定及び最低制限価格制度の導入

　　・建設工事の総合評価落札方式における評価方法の見直し

②　入札・契約制度を研究するための研修の受講

指標なし R6年度推移

会計局 課・室 契約・検査課

　職員１名が、民間団体の実施する入札・契約に関する専門研修を受講

（実施機関：一般社団法人日本経営協会、研修講座名：リース・レンタル・業務委託の契約実務）

事業番号 12 02 01

R7年度推移 達成状況

事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 契約企画調整事業費 部局

令和７年度第４回契約審議会の様子

（ R8.1.26）



事業番号 12 02 01 細事業一覧（令和７年度実施事業分）

R5年度

決算額

1,1911,2781,454

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

長野県契約審議会運営

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

2

1

細事業

No.

R7年度

決算額

R6年度

決算額
細事業名

契約企画調整事業費

No.

1

部局 会計局 課・室 契約・検査課

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

契約審議会を開催し、取組方針に係る実施状況のとりまとめ方針、建築保全業

務における最低制限価格等の採用及び積算基準による予定価格の算定、建設

工事における低入札価格調査制度及び総合評価落札方式の評価項目の見直

し、建設コンサルタント業務における総合評価落札方式（技術提案簡易型）の

試行、価格転嫁の促進に関する取組方針の項目の追加等について審議

・長野県契約審議会：開催実績　４回（６・９・11・１月）

・建築保全業務への積算基準による予定価格の算定及び最低制限価格制度の

導入

・建設工事の総合評価落札方式における評価方法の見直し

事　業　名 契約企画調整事業費

入札・契約制度研究

実施方法

民間団体の実施する入札・契約に関する専門研修を受講

（一般社団法人日本経営協会：リース・レンタル・業務委託の契約実務）

受講実績　１名、１講座

直接

直接


